
1　事業の概要

①　成果目標（H27)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

前年度繰越

7,414

0 0 0

■ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 □ 事業を現行どおり実施
今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

平成２７年度で事業は終了

目標に対
する成果
の状況

セミナーにより多くの子どもを望む夫婦の参加を得るため、参加者にとって共感を得られるような著名な夫婦を講師とし、2回開催した。

 概算事業費（B（A）+C） 0 0 14,901 0

0 8,276

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

予
算
額 2回

Aの
財源

0 7,414

概　算
人件費

1.00

0

6,625

0

0

直接

合計（A) 0 0
-

27年度 28年度

当初予算

補正予算

区　　分（単位：千円） 25年度 26年度 成果目標の達成状況

項目

子どもを望む夫婦向
けセミナーの開催

達成

成果目標・
事業内容

（単位：千円）　

項目

7,204

実施方法 H27事業実績
H27 H28

（当初） （決算） （当初）

子どもを望む夫婦向けセミナー 委託
将来子どもを望む夫婦を対象に、妊娠・出産に関する
正しい知識の普及や不妊・不育症に係る支援事業等
の周知を図るためのセミナーを開催

6,560 6,560 0

健康づくりと妊娠するための助言、不妊・不育の不安
軽減、検査・治療方法の紹介を行う個別相談会を開催

854個別相談会

県関与の必要性あり
【左記の説明、根拠法令等】

母子保健法第９条
地域少子化対策強化交付金交付要綱（国）

課・室 保健・疾病対策課

総合５か年
計画

プロジェクト  E-mail boshi-shika@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
７－２　子育て先進県の実現

目指す姿

現状
（予算編成

時）

県民との協働による実施：今後実施予定

　妊娠・出産の適齢期や不妊・不育等の正しい知識を普及啓発し、子どもを持つことを希望する夫婦が、時期を逃さずお互いを尊重して
協力し、前向きに妊娠・出産を考えるための機運を醸成する。
　また、不妊や不育の状況にある夫婦の気付きを促し、相談・治療につなげることで、子どもを持ちたいという希望を叶える機会を確保す
る。

妊娠適齢期や治療に限界があること、夫婦での検査・治療の重要性についてあまり知られていない現状があり、今後も夫婦が不妊や不育
等に悩む前に、正しい知識を得て妊娠を計画できるよう、一層の啓発が必要である。

事業番号 05 06 32 事業改善シート （27年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 夫婦で考える妊娠・出産啓発事業 担
当
課

部局 健康福祉部

３　子育て支援体制の充実 実施期間 H27 ～

県が関与
する理由

7,414

2回

・将来子どもを望む夫婦を対象に、妊娠・出産に関する正しい知識の普及や不妊・不育症に係る支援事業等の周知を図るためのセミ
ナーを開催（2回）
・健康づくりと妊娠するための助言、不妊・不育の不安軽減、検査・治療方法の紹介を行う個別相談会を開催（土日及び夜間）（6回）

Ｈ27 H28
目標

H26末
（実績） 目標 成果 達成状況

644 0

合計 7,414 0

mailto:kodomo-katei@pref.nagano.lg.jp

